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島交企甲第 18 3 9 号

島交指甲第 57 6 号

島交規甲第 65 3 号

島 免 甲 第 16 5 号

令 和 元 年 1 0 月 2 1 日

各 所 属 長 殿 保存期間 ３ 年

島 根 県 警 察 本 部 長

令和元年台風第19号による災害についての特定非常災害及びこれに対し適

用すべき措置の指定に関する政令等の施行に伴う交通警察の運営について

（通達）

令和元年台風第十九号による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべ

き措置の指定に関する政令（令和元年政令第129号。以下「政令」という。）により

指定された令和元年台風第19号による災害に関し、特定非常災害の被害者の権利利益

の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年法律第85号。以下「法」とい

う。）第３条第２項の規定に基づき、令和元年10月18日、令和元年国家公安委員会告

示第39号（以下「告示」という。）により、国家公安委員会所管の法令について、令

和元年台風第19号の被害者の行政上の権利利益に係る満了日を延長する措置を講ずる

こととされた。

交通警察に係る特定権利利益（法第３条第１項の特定権利利益をいう。以下同じ。）

に係る満了日の延長の措置及び期限内に履行されなかった義務に係る免責措置の適用

に当たっての留意事項等については下記のとおりであるので、事務処理上誤りのない

ようにされたい。

記

第１ 広報啓発活動等の徹底

今回の延長措置は、例えば、運転免許証（以下「免許証」という。）の有効期間

の延長等、多数の被災者が対象となるものであることから、自治体や関係団体等と

連携しつつ、避難所におけるチラシの配布、ＳＮＳによる情報発信等、様々な媒体

を活用した広報啓発活動を実施するとともに、各種相談に適切に対応すること。

また、今回の延長措置の対象ではないが、免許証を滅失又は毀損した被災者への

再交付手続についても、広報啓発に努めるとともに、被災状況を踏まえた適切な対

応を図ること。

第２ 法第３条第１項及び第２項関係

交通警察に係る特定権利利益に係る満了日の延長の措置の対象者、当該措置の内

容及び運用上の留意事項は、それぞれ次のとおりであり、当該延長後の特定権利利

益に係る満了日は、令和２年３月31日である。

１ 道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「道交法」という。）第51条の８第
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６項

⑴ 対象者

道交法第51条の８第６項に規定する登録を受けた法人のうち、その主たる事

務所の所在地を令和元年台風第19号に際し災害救助法（昭和22年法律第108号）

が適用された区域（以下「特定区域」という。）内に有するものであって、特

定区域を管轄する都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）の登録

を受けたもの

⑵ 内容

道交法第51条の８第６項及び道路交通法施行令（昭和35年政令第270号。以

下「道交法施行令」という。）は、確認事務の委託に係る公安委員会の登録に

ついて、３年ごとにその更新を受けなければ当該登録の効力を失うと規定して

いるが、令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に登録の有効期間が

満了する場合は、当該登録の有効期間の満了日は令和２年３月31日まで延長さ

れることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により登録の有効期間の満了日が延長されたものについ

ては、令和２年３月31日まで当該登録は失効せず、確認事務を受託することが

できる。

２ 道交法第87条第６項

⑴ 対象者

仮運転免許（以下「仮免許」という。）を受けた者のうち、住所が特定区域

内に在るもの

⑵ 内容

道交法第87条第６項は、仮免許の有効期間は当該仮免許に係る適性試験を受

けた日から起算して６月とすると規定しているが、令和元年10月10日から令和

２年３月30日までの間に仮免許の有効期間が満了する場合には、当該仮免許の

有効期間の満了日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により仮免許の有効期間の満了日が延長されたものが、

練習のため又は技能試験若しくは技能検定において自動車を運転した場合に

は、令和２年３月31日までの間は、無免許運転とはならない。

３ 道交法第90条第１項

⑴ 対象者

道交法第89条第１項の運転免許試験に合格した者であって、住所が特定区域

内に在るもの

⑵ 内容

道交法第90条第１項は、公安委員会は運転免許試験に合格した者（当該運転

免許試験に係る適性試験を受けた日から起算して、第一種運転免許（以下「第

一種免許」という。）又は第二種運転免許（以下「第二種免許」という。）に
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あっては１年を、仮免許にあっては３月を経過していない者に限る。）に対し、

運転免許（以下「免許」という。）を与えなければならないと規定しているが、

当該運転免許試験に係る適性試験を受けた日から起算して１年又は３月となる

日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当

該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により運転免許試験に係る適性試験を受けた日から起算

して１年又は３月となる日が延長されたものについては、免許の拒否・保留の

事由に該当しない限り、令和２年３月31日までの間は、免許を与えること。

４ 道交法第92条の２第１項

⑴ 対象者

道交法第92条の２第１項に規定する免許証の交付又は更新を受けた者であっ

て、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第92条の２第１項は、免許証の有効期間は満了日等の後のその者の５

回目、４回目又は３回目の誕生日から起算して１月を経過するまでの期間とす

ると規定しているが、令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に免許

証の有効期間が満了する場合には、当該免許証の有効期間が満了する日は令和

２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により免許証の有効期間が延長されたものが免許証の有

効期間の更新（以下「免許証の更新」という。）を受けに来た場合には、令和

２年３月31日までの間は、更新すること。また、これらの者が自動車等を運し

た場合には、令和２年３月31日までの間は、無免許運転とはならない。

５ 道交法第92条の２第２項

⑴ 対象者

道交法第92条の２第２項に規定する免許証の交付を受けた者であって、住所

が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第92条の２第２項は、道交法第104条の４第３項の規定により与えら

れる免許に係る免許証の有効期間は、同条第２項の規定により取り消される免

許に係る免許証の有効期間が満了することとされていた日が経過するまでの期

間とすると規定しているが、令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間

に免許証の有効期間が満了する場合には、当該免許証の有効期間が満了する日

は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により免許証の有効期間が延長されたものが免許証の更

新を受けに来た場合には、令和２年３月31日までの間は、更新をすること。

また、これらの者が自動車等を運転した場合には、令和２年３月31日までの
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間は、無免許運転とはならない。

６ 道交法第92条の２第３項

⑴ 対象者

道交法第92条の２第３項に規定する免許証の交付を受けた者であって、住所

が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第92条の２第３項は、道交法第107条第２項の規定により交付された

免許証の有効期間は、当該免許証に係る同条第１項の規定により返納された免

許証の有効期間が満了することとされていた日が経過するまでの期間とすると

規定しているが、令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に免許証の

有効期間が満了する場合には、当該免許証の有効期間が満了する日は令和２年

３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により免許証の有効期間が延長されたものが免許証の更

新を受けに来た場合には、令和２年３月31日までの間は、更新をすること。

また、これらの者が自動車等を運転した場合には、令和２年３月31日までの

間は、無免許運転とはならない。

７ 道交法第96条の２

⑴ 対象者

道交法第96条の２に規定する運転免許試験を受けようとする者であって、住

所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第96条の２は、大型自動車免許、中型自動車免許、準中型自動車免許、

普通自動車免許、大型自動車第二種免許、中型自動車第二種免許又は普通自動

車第二種免許の運転免許試験を受けようとする者は、免許に応じた仮免許を現

に受けている者に該当し、かつ、過去３月以内に５日以上、道路において自動

車の運転の練習（以下「路上練習」という。）をした者でなければならないと

規定しているが、過去３月以内に５日以上の路上練習をしたこととなる期間の

末日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、

当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により過去３月以内に５日以上の路上練習をしたことと

なる期間が延長されたものについては、令和２年３月31日までの間は、運転免

許試験を受けることができることとすること。

８ 道交法第96条の３第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）

⑴ 対象者

道交法第96条の３第１項に規定する運転免許試験を受けようとする者（同条

第２項において準用する場合にあっては、同項に規定する運転免許試験を受け

ようとする者）であって、住所が特定区域内に在るもの
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⑵ 内容

道交法第96条の３第１項は、免許の拒否、取消し又は６月を超える期間の自

動車等の運転の禁止を受けた者で、運転免許試験（仮免許の運転免許試験を除

く。）を受けようとするものは、過去１年以内に道交法第108条の２第１項第

２号に掲げる講習（以下「取消処分者講習」という。）を終了した者でなけれ

ばならないと規定しているが、当該取消処分者講習を受けた日から起算して１

年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合

には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

なお、道交法第96条の３第２項は、同条第１項の規定を準用しており、免許

を失効したため又は道交法第107条の２に規定する国際運転免許証若しくは外

国運転免許証を所持する者でなくなったため、免許の取消し又は６月を超える

期間の自動車等の運転の禁止を受けなかった者で、運転免許試験（仮免許の運

転免許試験を除く。）を受けようとするものは、過去１年以内に取消処分者講

習を終了した者でなければならないと規定しているが、当該取消処分者講習を

受けた日から起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日

までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されること

となる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により取消処分者講習を受けた日から起算して１年とな

る日が延長されたものが運転免許試験を受けようとする場合には、令和２年３

月31日までの間は、当該運転免許試験を受けることができることとすること。

９ 道交法第97条の２第１項第１号

⑴ 対象者

道交法第89条第３項後段に規定する書面を有する者であって、住所が特定区

域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第97条の２第１項第１号は、道交法第89条第３項後段に規定する書面

を有する者で同項に規定する検査を受けた日から起算して１年を経過しないも

のについては、技能試験を免除すると規定しているが、当該検査を受けた日か

ら起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に

到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により道交法第89条第３項に規定する検査を受けた日か

ら起算して１年となる日が延長されたものが運転免許試験を受けようとする場

合には、令和２年３月31日までの間は、技能試験を免除すること。

10 道交法第97条の２第１項第２号

⑴ 対象者

道交法第97条の２第１項第２号に規定する卒業証明書又は修了証明書を有す

る者であって、住所が特定区域内に在るもの
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⑵ 内容

道交法第97条の２第１項第２号は、同号に規定する卒業証明書を有する者で

当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して１年を経過しないもの

又は修了証明書を有する者で当該修了証明書に係る技能検定を受けた日から起

算して３月を経過しないものについては、技能試験を免除すると規定している

が、卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して１年となる日又は修了

証明書に係る技能検定を受けた日から起算して３月となる日が令和元年10月10

日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月

31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により同号に規定する卒業証明書に係る技能検定を受け

た日から起算して１年となる日又は修了証明書に係る技能検定を受けた日から

起算して３月となる日が延長されたものが運転免許試験を受けようとする場合

には、令和２年３月31日までの間は、技能試験を免除すること。

11 道交法第97条の２第１項第３号

⑴ 対象者

道交法第97条の２第１項第３号に規定する免許証の有効期間の更新を受けな

かった者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第97条の２第１項第３号は、免許証の有効期間の更新を受けなかった

者で、その者の免許が効力を失った日から起算して６月（海外旅行、災害等や

むを得ない理由のため、その期間内に運転免許試験を受けることができなかっ

た者にあっては、当該効力を失った日から起算して３年を経過しない場合に限

り、当該事情がやんだ日から起算して１月）を経過しないもの（以下「特定失

効者」という。）のうち、一定の検査及び講習を受けたものについては、技能

試験及び学科試験を免除すると規定しているが、今般の措置等により、免許の

効力を失った日から起算して６月若しくは３年となる日又は当該事情がやんだ

日から起算して１月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの

間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により免許の効力を失った日から起算して６月若しくは

３年となる日又は当該事情がやんだ日から起算して１月となる日が延長された

ものが運転免許試験を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、

技能試験及び学科試験を免除すること。

12 道交法第97条の２第１項第４号

⑴ 対象者

道交法第97条の２第１項第４号に規定する免許証の有効期間の更新を受けな

かった者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容
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道交法第97条の２第１項第４号は、大型自動車、中型自動車、準中型自動車

又は普通自動車を運転することができる免許について免許証の有効期間の更新

を受けなかった者で、その者の免許が効力を失った日から起算して６月を超え

１年を経過しないものについては、その者が受けていた免許の区分に応じ大型

自動車仮免許（以下「大型仮免許」という。）、中型自動車仮免許（以下「中

型仮免許」という。）、準中型自動車仮免許（以下「準中型仮免許」という。）

又は普通自動車仮免許（以下「普通仮免許」という。）のいずれかに係る技能

試験及び学科試験を免除すると規定しているが、当該免許の効力を失った日か

ら起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に

到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により免許の効力を失った日から起算して１年となる日

が延長されたものがその者が受けていた免許の区分に応じ大型仮免許、中型仮

免許、準中型仮免許又は普通仮免許のいずれかに係る運転免許試験を受けよう

とする場合には、令和２年３月31日までの間は、技能試験及び学科試験を免除

すること。

13 道交法第97条の２第１項第５号

⑴ 対象者

道交法第97条の２第１項第５号に規定する免許の取消しを受けた者であっ

て、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第97条の２第１項第５号は、第103条第１項又は第４項の規定による

免許の取消し(同条第１項第１号から第２号までのいずれかに係るものに限

る。)を受けた者(当該取消しを受けた日前の直近においてした質問票の提出又

は報告について第117条の４第２号の違反行為をした者等を除く。）で、その

者の免許が取り消された日から起算して３年を経過しないもの（以下「特定取

消処分者」という。）のうち、一定の検査及び講習を受けたものについては、

技能試験及び学科試験を免除すると規定しているが、免許を取り消された日か

ら起算して３年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に

到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により免許を取り消された日から起算して３年となる日

が延長されたものが運転免許試験を受けようとする場合には、令和２年３月31

日までの間は、技能試験及び学科試験を免除すること。

14 道交法第100条の２第１項第１号

⑴ 対象者

準中型自動車免許、普通自動車免許、大型自動二輪車免許、普通自動二輪車

免許又は原動機付自転車免許を受けた者であって、住所が特定区域内に在るも

の
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⑵ 内容

道交法第100条の２第１項第１号は、免許を受けた日前６月以内に再試験の

対象となる免許の上位免許を受けていたことがある者については再試験を行わ

ないと規定しているが、当該上位免許を受けていた期間の末日から起算して６

月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合

には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する上位免許を受けていた場合には、再試験の対象としな

いこと。

15 道交法第100条の２第１項第２号

⑴ 対象者

準中型自動車免許、普通自動車免許、大型自動二輪車免許、普通自動二輪車

免許又は原動機付自転車免許を受けた者であって、住所が特定区域内に在るも

の

⑵ 内容

道交法第100条の２第１項第２号は、免許を受けた日前６月以内に再試験の

対象となる免許と同一の種類の免許を受けていたことがあり、かつ、その免許

を受けていた期間が通算して１年以上である者については再試験を行わないと

規定しているが、当該同一の種類の免許を受けていた期間の末日から起算して

６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場

合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する同一の種類の免許を受けていた場合には、再試験の対

象としないこと。

16 道交法第101条の４第１項

⑴ 対象者

免許証の更新を受けようとする者で更新期間が満了する日（特例更新の場合

は、申請をする日。(2)において同じ。）における年齢が70歳以上のものであ

って、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第101条の４第１項は、免許証の更新を受けようとする者で更新期間

が満了する日における年齢が70歳以上のものは、更新期間が満了する日前６月

以内に道交法第108条の２第１項第12号に掲げる講習（以下「高齢者講習」と

いう。）を受けていなければならないと規定しているが、当該高齢者講習を受

けた日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日ま

での間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることと

なる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により高齢者講習を受けた日から起算して６月となる日
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が延長されたものが免許証の更新を受けようとした場合には、令和２年３月31

日までの間は、更新をすること。

17 道交法第101条の４第２項

⑴ 対象者

免許証の更新を受けようとする者で更新期間が満了する日（特例更新の場合

は、申請をする日。(2)において同じ。）における年齢が75歳以上のものであ

って、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法第101条の４第２項は、免許証の更新を受けようとする者で更新期間

が満了する日における年齢が75歳以上のものは、高齢者講習のほか、認知機能

検査を受けていなければならないと規定しているが、当該認知機能検査を受け

た日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日まで

の間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとな

る。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により認知機能検査を受けた日から起算して６月となる

日が延長されたものが免許証の更新を受けようとした場合には、令和２年３月

31日までの間は、更新をすること。

18 道交法施行令第26条の３の３第１項第２号（同条第３項において準用する場合

を含む。）

⑴ 対象者

大型自動二輪車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の３の３第１項第２号は、現に受けている大型自動二輪

車免許を受けた日前６月以内に受けていたことがある大型自動二輪車免許又は

普通自動二輪車免許を受けていた期間（以下「過去の免許期間」という。）が

通算して３年以上である者又は当該過去の免許期間と現に受けている免許を受

けていた期間とを通算した期間が３年以上である者について、道交法第71条の

４第３項の規定による高速自動車国道及び自動車専用道路において運転者以外

の者を乗車させて大型自動二輪車又は普通自動二輪車を運転してはならない義

務を免除すると規定しているが、受けていたことがある大型自動二輪車免許又

は普通自動二輪車免許の効力が失われた日から起算して６月となる日が令和元

年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和

２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する大型自動二輪車免許又は普通自動二輪車免許を受けて

いた場合には、高速自動車国道及び自動車専用道路において運転者以外の者を

乗車させて大型自動二輪車又普通自動二輪車を運転することができる。

なお、道交法施行令第26条の３の３第３項は、同条第１項を準用しており、
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大型自動二輪車免許を受けている者であって、現に受けている大型自動二輪車

免許を受けた日前６月以内に過去の免許期間が通算して１年以上であるもの又

は当該過去の免許期間と現に受けている免許を受けていた期間とを通算した期

間が１年以上であるものについては、道交法第71条の４第５項の規定による運

転者以外の者を乗車させて大型自動二輪車又は普通自動二輪車を運転してはな

らない義務を免除すると規定しているが、受けていたことがある大型自動二輪

車免許又は普通自動二輪車免許の効力が失われた日から起算して６月となる日

が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該

日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

19 道交法施行令第26条の３の３第１項第３号（同条第３項において準用する場合

を含む。）

⑴ 対象者

大型自動二輪車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の３の３第１項第３号は、現に受けている大型自動二輪

車免許を受けた日前６月以内に受けていたことがある普通自動二輪車に相当す

る種類の自動車の運転に関する外国等の行政庁等の免許を受けていた期間のう

ち当該外国等に滞在していた期間（以下「外国免許期間」という。）が通算し

て３年以上である者又は当該外国免許期間と現に受けている大型自動二輪車免

許を受けていた期間とを通算した期間が３年以上である者について、道交法第

71条の４第３項の規定による高速自動車国道及び自動車専用道路において運転

者以外の者を乗車させて大型自動二輪車又は普通自動二輪車を運転してはなら

ない義務を免除すると規定しているが、当該外国等の行政庁等の免許を受けて

いた期間の末日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３

月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長され

ることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する普通自動二輪車に相当する種類の自動車の運転に関す

る外国等の行政庁等の免許を受けていた場合には、高速自動車国道及び自動車

専用道路において運転者以外の者を乗車させて大型自動二輪車又は普通自動二

輪車を運転することができる。

なお、道交法施行令第26条３の３第３項は、同条第１項を準用しており、大

型自動二輪車免許を受けている者であって、現に受けている大型自動二輪車免

許を受けた日前６月以内に外国免許期間が通算して１年以上であるもの又は当

該外国免許期間と現に受けている免許を受けていた期間とを通算した期間が１

年以上であるものについては、道交法第71条の４第５項の規定による運転者以

外の者を乗車させて大型自動二輪車又は普通自動二輪車を運転してはならない

義務を免除すると規定しているが、当該外国等の行政庁等の免許を受けていた

期間の末日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30
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日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されるこ

ととなる。

20 道交法施行令第26条の３の３第２項第１号（同条第４項において準用する場合

を含む。）

⑴ 対象者

普通自動二輪車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の３の３第２項第１号は、現に受けている普通自動二輪

車免許を受けた日前６月以内に受けていたことがある大型自動二輪車免許又は

普通自動二輪車免許に係る過去の免許期間が通算して３年以上である者又は当

該過去の免許期間と現に受けている免許を受けていた期間とを通算した期間が

３年以上である者について、道交法第71条の４第４項の規定による高速自動車

国道及び自動車専用道路において運転者以外の者を乗車させて普通自動二輪車

を運転してはならない義務を免除すると規定しているが、受けていたことがあ

る大型自動二輪車免許又は普通自動二輪車免許の効力が失われた日から起算し

て６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する

場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する大型自動二輪車免許又は普通自動二輪車免許を受けて

いた場合には、高速自動車国道及び自動車専用道路において運転者以外の者を

乗車させて普通自動二輪車を運転することができる。

なお、道交法施行令第26条の３の３第４項は、同条第２項を準用しており、

普通自動二輪車免許を受けている者であって、現に受けている普通自動二輪車

免許を受けた日前６月以内の過去の免許期間が通算して１年以上であるもの又

は当該過去の免許期間と現に受けている免許を受けていた期間とを通算した期

間が１年以上であるものについては、道交法第71条の４第６項の規定による運

転者以外の者を乗車させて普通自動二輪車を運転してはならない義務を免除す

ると規定しているが、受けていたことがある大型自動二輪車免許又は普通自動

二輪車免許の効力が失われた日から起算して６月となる日が令和元年10月10日

から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31

日まで延長されることとなる。

21 道交法施行令第26条の３の３第２項第２号（同条第４項において準用する場合

を含む。）

⑴ 対象者

普通自動二輪車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の３の３第２項第２号は、現に受けている普通自動二輪

車免許を受けた日前６月以内に受けていたことがある普通自動二輪車に相当す

る種類の自動車の運転に関する外国等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が
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通算して３年以上である者又は当該外国免許期間と現に受けている普通自動二

輪車免許を受けていた期間とを通算した期間が３年以上である者について、道

交法第71条の４第４項の規定による高速自動車国道及び自動車専用道路におい

て運転者以外の者を乗車させて普通自動二輪車を運転してはならない義務を免

除すると規定しているが、当該外国等の行政庁等の免許を受けていた期間の末

日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの

間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する普通自動二輪車に相当する種類の自動車の運転に関す

る外国等の行政庁等の免許を受けていた場合には、高速自動車国道及び自動車

専用道路において運転者以外の者を乗車させて普通自動二輪車を運転すること

ができる。

なお、道交法施行令第26条の３の３第４項は、同条第２項を準用しており、

普通自動二輪車免許を受けている者であって、現に受けている普通自動二輪車

免許を受けた日前６月以内の外国免許期間が通算して１年以上であるもの又は

当該外国免許期間と現に受けている免許を受けていた期間とを通算した期間が

１年以上であるものについては、道交法第71条の４第６項の規定による運転者

以外の者を乗車させて普通自動二輪車を運転してはならない義務を免除すると

規定しているが、当該外国等の行政庁等の免許を受けていた期間の末日から起

算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来

する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

22 道交法施行令第26条の４第１項第１号

⑴ 対象者

準中型自動車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の４第１項第１号は、現に受けている準中型自動車免許

を受けた日前６月以内に上位免許を受けていたことがある者について、道交法

第71条の５第１項の規定による初心運転者標識の表示義務を免除すると規定し

ているが、当該上位免許の効力が失われた日から起算して６月となる日が令和

元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令

和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する上位免許を受けていた場合には、初心運転者標識の表

示義務が免除される。

23 道交法施行令第26条の４第１項第２号

⑴ 対象者

準中型自動車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の４第１項第２号は、現に受けている準中型自動車免許
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を受けた日前６月以内に受けていたことがある準中型自動車免許を受けていた

期間が通算して１年以上である者（同号イからハまでに掲げる者を除く。）に

ついて、22⑵の初心運転者標識の表示義務を免除すると規定しているが、受け

ていたことがある準中型自動車免許の効力が失われた日から起算して６月とな

る日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、

当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する準中型自動車免許を受けていた場合には、初心運転者

標識の表示義務が免除される。

24 道交法施行令第26条の４第１項第３号

⑴ 対象者

準中型自動車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の４第１項第３号は、現に受けている準中型自動車免許

を受けた日前６月以内に準中型自動車に相当する種類の自動車の運転に関する

外国等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が通算して１年以上である者につ

いて、22⑵の初心運転者標識の表示義務を免除すると規定しているが、当該外

国等の行政庁等の免許を受けていた期間の末日から起算して６月となる日が令

和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は

令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する準中型自動車に相当する種類の自動車の運転に関する

外国等の行政庁等の免許を受けていた場合には、初心運転者標識の表示義務が

免除される。

25 道交法施行令第26条の４第２項第１号

⑴ 対象者

普通自動車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の４第２項第１号は、現に受けている普通自動車免許を

受けた日前６月以内に上位免許を受けていたことがある者について、道交法第

71条の５第２項の規定による初心運転者標識の表示義務を免除すると規定して

いるが、当該上位免許の効力が失われた日から起算して６月となる日が令和元

年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和

２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する上位免許を受けていた場合には、初心運転者標識の表

示義務が免除される。

26 道交法施行令第26条の４第２項第２号

⑴ 対象者
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普通自動車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の４第２項第２号は、現に受けている普通自動車免許を

受けた日前６月以内に受けていたことがある普通自動車免許を受けていた期間

が通算して１年以上である者（同号イからハまでに掲げる者を除く。）につい

て、25⑵の初心運転者標識の表示義務を免除すると規定しているが、受けてい

たことがある普通自動車免許の効力が失われた日から起算して６月となる日が

令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日

は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する普通自動車免許を受けていた場合には、初心運転者標

識の表示義務が免除される。

27 道交法施行令第26条の４第２項第３号

⑴ 対象者

普通自動車免許を受けている者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第26条の４第２項第３号は、現に受けている普通自動車免許を

受けた日前６月以内に普通自動車に相当する種類の自動車の運転に関する外国

等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が通算して１年以上である者につい

て、25⑵の初心運転者標識の表示義務を免除すると規定しているが、当該外国

等の行政庁等の免許を受けていた期間の末日から起算して６月となる日が令和

元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令

和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する普通自動車に相当する種類の自動車の運転に関する外

国等の行政庁等の免許を受けていた場合には、初心運転者標識の表示義務が免

除される。

28 道交法施行令第33条の６第１項第１号ロ

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第１項第１号ロに規定する卒業証明書を有する者で

あって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第１項第１号ロは、同号ロに規定する卒業証明書で

あって受けようとする免許に係るものを有する者で、当該卒業証明書に係る技

能検定を受けた日から起算して１年を経過していないものについては、道交法

第108条の２第１項第４号に掲げる講習（以下「取得時講習」という。）及び

同項第８号に掲げる講習（以下「応急救護処置講習」という。）の受講義務を

免除すると規定しているが、当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起

算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来
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する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により同号ロに規定する卒業証明書に係る技能検定を受

けた日から起算して１年となる日が延長されたものが、大型自動車免許、中型

自動車免許、準中型自動車免許又は普通自動車免許を受けようとする場合には、

令和２年３月31日までの間は、取得時講習及び応急救護処置講習の受講義務を

免除すること。

29 道交法施行令第33条の６第１項第１号ハ

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第１項第１号ハに規定する教習の課程を終了した者

であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第１項第１号ハは、受けようとする免許を申請した

日前１年以内に、同号ハに規定する教習の課程を終了した者については、取得

時講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すると規定しているが、当該教

習の課程を終了した日から起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和

２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延

長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により同号ハに規定する教習の課程を終了した日から起

算して１年となる日が延長されたものが大型自動車免許、中型自動車免許、準

中型自動車免許又は普通自動車免許を受けようとする場合には、令和２年３月

31日までの間は、取得時講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

30 道交法施行令第33条の６第１項第１号ホ

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第１項第１号ホに規定する免許を受けていたことが

ある者（準中型自動車又は普通自動車に相当する種類の自動車の運転に関する

外国等の行政庁等の免許を受けていたことがある者）であって、住所が特定区

域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第１項第１号ホは、大型自動車免許、準中型自動車

免許若しくは中型自動車免許又は普通自動車免許を申請した日前６月以内に受

けていたことがある準中型自動車又は普通自動車に相当する種類の自動車の運

転に関する外国等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が通算して３月以上の

者については、取得時講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すると規定

しているが、当該外国等の行政庁等の免許を受けていた期間の末日から起算し

て６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する

場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項
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⑴者であって、⑵に該当する準中型自動車又は普通自動車に相当する種類の

自動車の運転に関する外国等の行政庁等の免許を受けていたものが大型自動車

免許、準中型自動車免許若しくは中型自動車免許又は普通自動車免許を受けよ

うとする場合には、令和２年３月31日までの間は、取得時講習及び応急救護処

置講習の受講義務を免除すること。

31 道交法施行令第33条の６第１項第２号

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第１項第２号イからホまでのいずれかに該当する者

のうち、同号に規定する講習を終了したものであって、住所が特定区域内に在

るもの。

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第１項第２号は、同号イからホまでのいずれかに該

当する者であって、受けようとする免許を申請した日前１年以内に当該免許に

係る取得時講習を終了したものについては、取得時講習及び応急救護処置講習

の受講義務を免除すると規定しているが、取得時講習を終了した日から起算し

て１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する

場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

なお、同号ハに掲げる者については、29により期間が延長される者を含むこ

ととされている。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により取得時講習を終了した日から起算して１年となる

日が延長されたものが大型自動車免許、中型自動車免許、準中型自動車免許又

は普通自動車免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、

取得時講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

32 道交法施行令第33条の６第１項第２号ハ

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第１項第２号ハに規定する免許を受けていたことが

ある者（普通自動車又は普通自動二輪車に相当する種類の自動車の運転に関す

る外国等の行政庁等の免許を受けていたことがある者）であって、住所が特定

区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第１項第２号ハは、大型自動車免許、中型自動車免

許若しくは準中型自動車免許又は普通自動車免許を申請した日前６月以内にそ

れぞれ普通自動車若しくは普通自動二輪車又は普通自動二輪車に相当する種類

の自動車の運転に関する外国等の行政庁等の免許を受けていたことがある者

で、当該外国等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が通算して３月以上のも

の（受けようとする免許を申請した日前１年以内に当該免許に係る取得時講習

を終了した者に限る。）については、取得時講習及び応急救護処置講習の受講

義務を免除すると規定しているが、当該外国等の行政庁等の免許を受けていた
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期間の末日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30

日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されるこ

ととなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵に該当する普通自動車若しくは普通自動二輪車又は普通

自動二輪車に相当する種類の自動車の運転に関する外国等の行政庁等の免許を

受けていたものがそれぞれ大型自動車免許、中型自動車免許若しくは準中型自

動車免許又は普通自動車免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日ま

での間は、取得時講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

33 道交法施行令第33条の６第２項第１号ロ

⑴ 対象者

受けようとする免許に係る卒業証明書を有する者であって、住所が特定区域

内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第２項第１号ロは、受けようとする免許に係る卒業

証明書を有する者で、当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して

１年を経過していないものについては、道交法第108条の２第１項第５号に掲

げる講習（以下「大型二輪車等講習」という。）及び応急救護処置講習の受講

義務を免除すると規定しているが、当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日

から起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間

に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により同号ロの卒業証明書に係る技能検定を受けた日か

ら起算して１年となる日が延長されたものが大型自動二輪車免許又は普通自動

二輪車免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、大型二

輪車等講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

34 道交法施行令第33条の６第２項第１号ハ

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第２項第１号ハに規定する教習の課程を終了した者

であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第２項第１号ハは、受けようとする免許を申請した

日前１年以内に同号ハに規定する教習の課程を終了した者については、大型二

輪車等講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すると規定しているが、当

該教習の課程を終了した日から起算して１年となる日が令和元年10月10日から

令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日ま

で延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により同号ハに規定する教習の課程を終了した日から起
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算して１年となる日が延長されたものが大型自動二輪車免許又は普通自動二輪

車免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、大型二輪車

等講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

35 道交法施行令第33条の６第２項第１号ホ

⑴ 対象者

普通自動二輪車に相当する種類の自動車の運転に関する外国等の行政等の免

許を受けていたことがある者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第２項第１号ホは、受けようとする免許を申請した

日前６月以内に受けていたことがある普通自動二輪車に相当する種類の自動車

の運転に関する外国等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が通算して３月以

上の者については、大型二輪車等講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除

すると規定しているが、当該外国等の行政庁等の免許を受けていた期間の末日

から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間

に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵に該当する普通自動二輪車に相当する種類の自動車の運

転に関する外国等の行政庁等の免許を受けていたものが大型自動二輪車免許又

は普通自動二輪車免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間

は、大型二輪車等講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

36 道交法施行令第33条の６第２項第２号

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第２項第２号イからニまでのいずれかに該当する者

のうち、同号に規定する講習を終了したものであって、住所が特定区域内に在

るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第２項第２号は、同号イからニまでのいずれかに該

当する者であって、受けようとする免許を申請した日前１年以内に当該免許に

係る大型二輪車等講習を終了したものについては、大型二輪車等講習及び応急

救護処置講習の受講義務を免除すると規定しているが、当該大型二輪車等講習

を終了した日から起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月

30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長される

こととなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により大型二輪車等講習を終了した日から起算して１年

となる日が延長されたものが大型自動二輪車免許又は普通自動二輪車免許を受

けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、大型二輪車等講習及び

応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

なお、同号ハに掲げる者にあっては、34により期間が延長される者を含むこ
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ととされている。

37 道交法施行令第33条の６第２項第２号ハ

⑴ 対象者

普通自動車に相当する種類の自動車の運転に関する外国等の行政庁等の免許

を受けていたことがある者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第２項第２号ハは、受けようとする免許を申請した

日前６月以内に受けていたことがある普通自動車に相当する種類の自動車の運

転に関する外国等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が通算して３月以上の

者のうち、受けようとする免許を申請した日前１年以内に大型二輪車等講習を

終了したものについては、大型二輪車等講習及び応急救護処置講習の受講義務

を免除すると規定しているが、当該外国等の行政庁等の免許を受けていた期間

の末日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日ま

での間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることと

なる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵に該当する普通自動車に相当する種類の自動車の運転に

関する外国等の行政庁等の免許を受けていたものが大型自動二輪車免許又は普

通自動二輪車免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、

大型二輪車等講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

38 道交法施行令第33条の６第３項第２号

⑴ 対象者

原動機付自転車に相当する種類の車両の運転に関する外国等の行政庁等の免

許を受けていたことがある者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第３項第２号は、原動機付自転車免許を申請した日

前６月以内に受けていたことがある原動機付自転車に相当する種類の車両の運

転に関する外国等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が通算して３月以上の

者については、法第108条の２第１項第６号に掲げる講習（以下「原付講習」

という。）の受講義務を免除すると規定しているが、当該外国等の行政庁等の

免許を受けていた期間の末日から起算して６月となる日が令和元年10月10日か

ら令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日

まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵に該当する原動機付自転車に相当する種類の車両の運転

に関する外国等の行政庁等の免許を受けていたものが原動機付自転車免許を受

けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、原付講習の受講義務を

免除すること。

39 道交法施行令第33条の６第３項第３号
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⑴ 対象者

取消処分者講習を終了した者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第３項第３号は、原動機付自転車免許を申請した日

前１年以内に取消処分者講習を終了した者については、原付講習の受講義務を

免除しているが、当該取消処分者講習を終了した日から起算して１年となる日

が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該

日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により取消処分者講習を終了した日から起算して１年と

なる日が延長されたものが原動機付自転車免許を受けようとする場合には、令

和２年３月31日までの間は、原付講習の受講義務を免除すること。

40 道交法施行令第33条の６第４項第１号ロ

⑴ 対象者

受けようとする免許に係る卒業証明書を有する者であって、住所が特定区域

内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第４項第１号ロは、受けようとする免許に係る卒業

証明書を有する者で、当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して

１年を経過していないものについては、道交法第108条の２第１項第７号に掲

げる講習（以下「旅客車講習」という。）及び応急救護処置講習の受講義務を

免除しているが、当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して１年

となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合に

は、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴者であって、⑵により同号ロに規定する卒業証明書に係る技能検定を受け

た日から起算して１年となる日が延長されたものが大型自動車第二種免許、中

型自動車第二種免許又は普通自動車第二種免許を受けようとする場合には、令

和２年３月31日までの間は、旅客車講習及び応急救護処置講習の受講義務を免

除すること。

41 道交法施行令第33条の６第４項第１号ハ

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第４項第１号ハに規定する教習の課程を終了した者

であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第４項第１号ハは、受けようとする免許を申請した

日前１年以内に同号ハに規定する教習の課程を終了した者については、旅客車

講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除しているが、当該教習の課程を終

了した日から起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日
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までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されること

となる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により同号ハに規定する教習の課程を終了した日から起

算して１年となる日が延長されたものが大型自動車第二種免許、中型自動車第

二種免許又は普通自動車第二種免許を受けようとする場合には、令和２年３月

31日までの間は、旅客車講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

42 道交法施行令第33条の６第４項第２号

⑴ 対象者

道交法施行令第33条の６第１項第２号ニ又はホのいずれかに該当する者のう

ち、同条第４項第２号に規定する講習を終了した者であって、住所が特定区域

内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第33条の６第４項第２号は、同条第１項第２号ニ又はホのいず

れかに該当する者で、受けようとする免許を申請した日前１年以内に旅客車講

習を終了したものについては、旅客車講習及び応急救護処置講習の受講義務を

免除しているが、当該旅客車講習を終了した日から起算して１年となる日が令

和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は

令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により旅客車講習を終了した日から起算して１年となる

日が延長されたものが大型自動車第二種免許、中型自動車第二種免許又は普通

自動車第二種免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、

旅客車講習及び応急救護処置講習の受講義務を免除すること。

43 道交法施行令第34条の２第１号イ

⑴ 対象者

道交法第89条第３項後段に規定する書面を有する者であって、住所が特定区

域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の２第１号イは、道交法第89条第３項後段に規定する書

面を有する者で、同項に規定する検査の時に大型仮免許、中型仮免許、準中型

仮免許又は普通仮免許を受けており、かつ、当該検査を受けた日から起算して

１年を経過していないものについては、路上練習をする必要がないと規定して

いるが、当該検査を受けた日から起算して１年となる日が令和元年10月10日か

ら令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日

まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により道交法第89条第３項に規定する検査を受けた日か

ら起算して１年となる日が延長されたものが大型自動車免許、中型自動車免許、
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準中型自動車免許又は普通自動車免許の試験を受けようとする場合には、令和

２年３月31日までの間は、路上練習をする必要がないものとして取り扱うこと。

44 道交法施行令第34条の２第１号ロ

⑴ 対象者

受けようとする免許に係る卒業証明書を有する者であって、住所が特定区域

内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の２第１号ロは、受けようとする免許に係る卒業証明書

を有する者で、当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して１年を

経過していないものについては、路上練習をする必要がないと規定しているが、

当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して１年となる日が令和元

年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和

２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により同号ロに規定する卒業証明書に係る技能検定を受

けた日から起算して１年となる日が延長されたものが大型自動車免許、中型自

動車免許、準中型自動車免許又は普通自動車免許の試験を受けようとする場合

には、令和２年３月31日までの間は、路上練習をする必要がないものとして取

り扱うこと。

45 道交法施行令第34条の２第１号ホ

⑴ 対象者

道交法施行令第34条の２第１号ホに規定する成績を得た者であって、住所が

特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の２第１号ホは、受けようとする免許の技能試験につい

て所定の基準に達する成績を得た者で、当該試験を受けた日から起算して６月

を経過していないものについては、路上練習をする必要がないと規定している

が、当該試験を受けた日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令

和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで

延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により技能試験を受けた日から起算して６月となる日が

延長されたものが大型自動車免許、中型自動車免許、準中型自動車免許又は普

通自動車免許の試験を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、

路上練習をする必要がないものとして取り扱うこと。

46 道交法施行令第34条の２第２号ロ

⑴ 対象者

受けようとする免許に係る卒業証明書を有する者であって、住所が特定区域

内に在るもの
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⑵ 内容

道交法施行令第34条の２第２号ロは、受けようとする免許に係る卒業証明書

を有する者で、当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して１年を

経過していないものについては、路上練習をする必要がないと規定しているが、

当該卒業証明書に係る技能検定を受けた日から起算して１年となる日が令和元

年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和

２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により同号ロに規定する卒業証明書に係る技能検定を受

けた日から起算して１年となる日が延長されたものが大型自動車第二種免許、

中型自動車第二種免許又は普通自動車第二種免許の試験を受けようとする場合

には、令和２年３月31日までの間は、路上練習をする必要がないものとして取

り扱うこと。

47 道交法施行令第34条の２第２号ニ

⑴ 対象者

道交法施行令第34条の２第２号ニに規定する成績を得た者であって、住所が

特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の２第２号ニは、受けようとする免許の技能試験につい

て所定の基準に達する成績を得た者で、当該試験を受けた日から起算して６月

を経過していないものについては、路上練習をする必要がないと規定している

が、当該試験を受けた日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令

和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで

延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により技能試験を受けた日から起算して６月となる日が

延長されたものが大型自動車第二種免許、中型自動車第二種免許又は普通自動

車第二種免許の試験を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、

路上練習をする必要がないものとして取り扱うこと。

48 道交法施行令第34条の５第１号ハ

⑴ 対象者

道交法施行令第34条の５第１号ハに規定する成績を得た者であって、住所が

特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の５第１号ハは、受けようとする免許の種類と異なる種

類の第一種免許の学科試験について所定の基準に達する成績を得た者で、当該

試験を受けた日から起算して６月を経過していないものについては、学科試験

を免除すると規定しているが、当該試験を受けた日から起算して６月となる日

が、令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当
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該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により学科試験を受けた日から起算して６月となる日が

延長されたものが第一種免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日ま

での間は、学科試験を免除すること。

49 道交法施行令第34条の５第２号ハ

⑴ 対象者

道交法施行令第34条の５第２号ハに規定する成績を得た者であって、住所が

特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の５第２号ハは、受けようとする免許の種類と異なる種

類の第二種免許の学科試験について所定の基準に達する成績を得た者で、当該

試験を受けた日から起算して６月を経過していないものについては、学科試験

を免除すると規定しているが、当該試験を受けた日から起算して６月となる日

が、令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当

該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により学科試験を受けた日から起算して６月となる日が

延長されたものが第二種免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日ま

での間は学科試験を免除すること。

50 道交法施行令第34条の５第３号ロ

⑴ 対象者

道交法第89条第３項後段に規定する書面を有する者であって、住所が特定区

域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の５第３号ロは、道交法第89条第３項後段に規定する書

面を有する者で、同項に規定する検査の時に大型仮免許、中型仮免許、準中型

仮免許又は普通仮免許を受けており、かつ、当該検査を受けた日から起算して

１年を経過していないものについては、それぞれ大型仮免許、中型仮免許、準

中型仮免許又は普通仮免許の技能試験を免除すると規定しているが、当該検査

を受けた日から起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30

日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されるこ

ととなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により道交法第89条第３項に規定する検査を受けた日か

ら起算して１年となる日が延長されたものが仮免許を受けようとする場合に

は、令和２年３月31日までの間は、技能試験を免除すること。

51 道交法施行令第34条の５第３号ハ

⑴ 対象者



- 25 -

道交法施行令第34条の５第３号ハに規定する成績を得た者であって、住所が

特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の５第３号ハは、受けようとする仮免許により運転する

ことができる自動車を運転することができる免許（仮免許を除く。）の技能試

験について所定の基準に達する成績を得た者で、当該試験を受けた日から起算

して６月を経過していないものについては、技能試験を免除すると規定してい

るが、当該試験を受けた日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から

令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日ま

で延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により技能試験を受けた日から起算して６月となる日が

延長されたものが仮免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの

間は、技能試験を免除すること。

52 道交法施行令第34条の５第３号ニ

⑴ 対象者

道交法施行令第34条の５第３号ニに規定する成績を得た者であって、住所が

特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の５第３号ニは、第一種免許の学科試験について所定の

基準に達する成績を得た者で、当該試験を受けた日から起算して６月を経過し

ていないものについては、仮免許の学科試験を免除すると規定しているが、当

該試験を受けた日から起算して６月となる日が、令和元年10月10日から令和２

年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長

されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により学科試験を受けた日から起算して６月となる日が

延長されたものが仮免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの

間は、学科試験を免除すること。

53 道交法施行令第34条の５第４号

⑴ 対象者

道交法施行令第34条の５第４号イからニまでのいずれかに掲げる者のうち、

準中型自動車仮運転免許を受けようとするものであって、住所が特定区域内に

在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の５第４号は、準中型自動車仮運転免許を受けようとす

る者が同号イからニまでのいずれかに掲げる者に該当するときは、準中型自動

車免許が取り消された日から又は準中型自動車免許が失効した日から起算して

６月の間は、技能試験及び学科試験を免除すると規定しているが、これらの日
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から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間

に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により準中型自動車免許が取り消された日から又は準中

型自動車免許が失効した日から起算して６月となる日が延長されたものが普通

仮免許を受けようとする場合には、令和２年３月31日までの間は、技能試験及

び学科試験を免除すること。

54 道交法施行令第34条の５第５号

⑴ 対象者

道交法施行令第34条の５第５号イからニまでのいずれかに掲げる者のうち、

普通仮免許を受けようとするものであって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の５第５号は、普通仮免許を受けようとする者が同号イ

からニまでのいずれかに掲げる者に該当するときは、準中型自動車免許若しく

は普通自動車免許が取り消された日から又は準中型自動車免許若しくは普通自

動車免許が失効した日から起算して６月の間は、技能試験及び学科試験を免除

すると規定しているが、これらの日から起算して６月となる日が令和元年10月

10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３

月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により準中型自動車免許若しくは普通自動車免許が取り

消された日から又は準中型自動車免許若しくは普通自動車免許が失効した日か

ら起算して６月となる日が延長されたものが普通仮免許を受けようとする場合

には、令和２年３月31日までの間は、技能試験及び学科試験を免除すること。

55 道交法施行令第34条の５第６号

⑴ 対象者

道交法施行令第34条の５第６号に規定する免許を受けようとする者であっ

て、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第34条の５第６号は、免許を受けようとする者が運転免許試験

を受け、当該試験において技能試験及び学科試験のいずれかについて所定の基

準に達する成績を得た者であるときは、当該試験を受けた日から起算して６月

の間は、その成績を得た試験に係る事項について行う試験を免除すると規定し

ているが、当該試験を受けた日から起算して６月となる日が令和元年10月10日

から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31

日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により技能試験又は学科試験を受けた日から起算して６

月となる日が延長されたものが仮免許を受けようとする場合には、令和２年３
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月31日までの間は、技能試験又は学科試験を免除すること。

56 道交法施行令第37条の６第１号

⑴ 対象者

高齢者講習を受けた者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第37条の６第１号は、道交法第101条第１項の更新期間が満了

する日（特例更新の場合は、申請をする日）前６月以内に高齢者講習を受けた

者については、道交法第108条の２第１項第11号に掲げる講習（以下「更新時

講習」という。）を受ける必要がないと規定しているが、当該高齢者講習を受

けた日から起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日ま

での間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることと

なる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により高齢者講習を受けた日から起算して６月となる日

が延長されたものが免許証の更新を受けようとする場合には、令和２年３月31

日までの間は、更新時講習の受講義務を免除すること。

57 道交法施行令第37条の６第２号

⑴ 対象者

道交法施行令第37条の６第２号に規定する講習を終了した者であって、住所

が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第37条の６第２号は、免許証の有効期間の更新を申請する日前

６月以内に道交法第108条の２第２項の規定による講習で所定の基準に適合す

るもの（以下「特定任意講習」という。）を終了した者については、更新時講

習を受ける必要がないと規定しているが、当該特定任意講習を終了した日から

起算して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到

来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により特定任意講習を終了した日から起算して６月とな

る日が延長されたものが免許証の有効期間の更新を受けようとする場合には、

令和２年３月31日までの間は、更新時講習の受講義務を免除すること。

58 道交法施行令第37条の６第３号

⑴ 対象者

道交法施行令第37条の６第３号に規定する運転免許取得者教育の課程を終了

した者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第37条の６第３号は、免許証の有効期間の更新を申請する日前

６月以内に道交法第108条の32の２第１項の認定を受けた同項の運転免許取得

者教育の課程（更新時講習と同等の効果がある課程の基準として所定の基準に
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適合するものに限る。）を終了した者については、更新時講習を受ける必要が

ないと規定しているが、当該運転免許取得者教育の課程を終了した日から起算

して６月となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来す

る場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により運転免許取得者教育の課程を終了した日から起算

して６月となる日が延長されたものが免許証の有効期間の更新を受けようとす

る場合には、令和２年３月31日までの間は、更新時講習の受講義務を免除する

こと。

59 道交法施行令第37条の６の２第１号

⑴ 対象者

道交法施行令第37条の６の２第１号に規定する講習を終了した者であって、

住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第37条の６の２第１号は、道交法第101条第１項の更新期間が

満了する日（特例更新の場合は、申請をする日）前６月以内に道交法第108条

の２第２項の規定による講習で所定の基準に適合するもの（以下「特定任意高

齢者講習」という。）を終了した者については、高齢者講習を受ける必要がな

いと規定しているが、当該特定任意高齢者講習を終了した日から起算して６月

となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合に

は、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により特定任意高齢者講習を終了した日から起算して６

月となる日が延長されたものが免許証の有効期間の更新を受けようとする場合

には、令和２年３月31日までの間は、高齢者講習の受講義務を免除すること。

60 道交法施行令第37条の６の２第２号

⑴ 対象者

道交法施行令第37条の６の２第２号に規定する運転免許取得者教育の課程を

終了した者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第37条の６の２第２号は、道交法第101条第１項の更新期間が

満了する日（特例更新の場合は、申請をする日）前６月以内に道交法第108条

の32の２第１項の認定を受けた同項の運転免許取得者教育の課程（高齢者講習

と同等の効果がある課程の基準として所定の基準に適合するものに限る。）を

終了した者については、高齢者講習を受ける必要がないと規定しているが、当

該運転免許取得者教育の課程を終了した日から起算して６月となる日が令和元

年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和

２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項
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⑴の者であって、⑵により運転免許取得者教育の課程を終了した日から起算

して６月となる日が延長されたものが免許証の有効期間の更新を受けようとす

る場合には、令和２年３月31日までの間は、高齢者講習の受講義務を免除する

こと。

61 道交法施行令第39条の２の４

⑴ 対象者

道交法第104条の４第６項の規定による運転経歴証明書の交付を受けようと

する者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道交法施行令第39条の２の４は、運転経歴証明書の交付は、その申請をした

日前５年以内に、申請により免許を取り消され、かつ、現に受けている免許が

ない者に対して行うことと規定しているが、申請により免許を取り消された日

から起算して５年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間

に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により申請により免許を取り消された日から起算して５

年となる日が延長されたものが運転経歴証明書の交付を受けようとする場合に

は、令和２年３月31日までの間は、運転経歴証明書を交付すること。

62 道路交通法施行令の一部を改正する政令（平成28年政令第258号。以下「改正

道交法施行令」という。）附則第９条第１号

⑴ 対象者

道路交通法の一部を改正する法律（平成27年法律第40号。以下「改正道交法」

という。）附則第２条第２号に規定する限定が解除された者であって、住所が

特定区域内に在るもの

⑵ 内容

改正道交法施行令附則第９条第１号は、現に受けている改正道交法附則第２

条第２号に規定する準中型免許とみなされた免許（以下「みなし限定準中型免

許」という。）について、同号に規定する限定が解除された日（以下「限定解

除日」という。）前６月以内に上位免許を受けていたことがある者について、

同法附則第７条第２項の規定により読み替えて適用する道交法第71条の５第１

項の規定による初心運転者標識の表示義務を免除すると規定しているが、当該

上位免許の効力が失われた日から起算して６月となる日が令和元年10月10日か

ら令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日

まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する上位免許を受けていた場合には、初心運転者標識の表

示義務が免除される。

63 改正道交法施行令附則第９条第２号

⑴ 対象者
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改正道交法附則第２条第２号に規定する限定が解除された者であって、住所

が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

改正道交法施行令附則第９条第２号は、現に受けているみなし限定準中型免

許に係る限定解除日前６月以内に準中型自動車に相当する種類の自動車の運転

に関する外国等の行政庁等の免許に係る外国免許期間が通算して１年以上であ

る者について、62⑵の初心運転者標識の表示義務を免除すると規定しているが、

当該外国等の行政庁等の免許を受けていた期間の末日から起算して６月となる

日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当

該日は令和２年３月30日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者が⑵に該当する準中型自動車に相当する種類の自動車の運転に関する

外国等の行政庁等の免許を受けていた場合には、初心運転者標識の表示義務が

免除される。

64 道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号）第18条の２第１項

⑴ 対象者

道路交通法施行規則第18条の２第１項に規定する講習を終了した者であっ

て、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道路交通法施行規則第18条の２第１項は、免許申請者が、取得時講習等を終

了した者であるときは、免許申請書に、それぞれ所定の証明書であって、当該

講習を終了した日から起算して１年を経過しないものを添付しなければならな

いと規定しているが、当該講習を終了した日から起算して１年となる日が令和

元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令

和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により講習を終了した日から起算して１年となる日が延

長されたものが免許を申請しようとする場合には、令和２年３月31日までの間

は、当該講習に係る所定の証明書の添付を認めること。

65 道路交通法施行規則第26条の２

⑴ 対象者

特定失効者又は特定取消処分者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

道路交通法施行規則第26条の２は、特定失効者又は特定取消処分者のうち、

所定の検査及び講習を受けた者は、技能試験及び学科試験を免除することとさ

れているところ、この検査及び講習は、免許申請書を提出した日前１年以内に

受けた所定の検査及び講習でなければならないと規定しているが、当該検査及

び講習を終了した日から起算して１年となる日が令和元年10月10日から令和２

年３月30日までの間に到来する場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長
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されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により検査及び講習を終了した日から起算して１年とな

る日が延長されたものが運転免許試験を受けようとする場合には、令和２年３

月31日までの間は、技能試験及び学科試験を免除すること。

66 技能検定員審査等に関する規則（平成６年国家公安委員会規則第３号）第17条

第１項第１号

⑴ 対象者

技能検定員審査等に関する規則第17条第１項第１号に規定する成績を得た者

であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

技能検定員審査等に関する規則第17条第１項第１号は、技能検定員審査又は

教習指導員審査を受けようとする者が、過去１年以内に技能検定員審査又は教

習指導員審査を受け、当該審査において、審査細目のいずれかについて合格基

準に達する成績を得た者である場合には、合格基準に達する成績を得た審査細

目についての審査を免除すると規定しているが、当該審査を受けた日から起算

して１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来す

る場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により審査を受けた日から起算して１年となる日が延長

されたものが技能検定員審査又は教習指導員審査を受けようとする場合には、

令和２年３月31日までの間は、合格基準に達する成績を得た審査細目について

の審査を免除すること。

67 技能検定員審査等に関する規則第17条第１項第２号

⑴ 対象者

技能検定員審査等に関する規則第17条第１項第２号に規定する講習を修了し

た者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

技能検定員審査等に関する規則第17条第１項第２号は、技能検定員審査又は

教習指導員審査を受けようとする者が、過去１年以内に国家公安委員会が指定

する講習を修了した者である場合には、国家公安委員会が指定する審査細目に

ついての審査を免除すると規定しているが、当該講習を修了した日から起算し

て１年となる日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する

場合には、当該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により講習を修了した日から起算して１年となる日が延

長されたものが技能検定員審査又は教習指導員審査を受けようとする場合に

は、令和２年３月31日までの間は、国家公安委員会が指定する審査細目につい

ての審査を免除すること。
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68 運転免許に係る講習等に関する規則（平成６年国家公安委員会規則第４号）第

５条第１項

⑴ 対象者

特定失効者であって、住所が特定区域内に在るもの

⑵ 内容

運転免許に係る講習等に関する規則第５条第１項は、特定失効者（海外旅行、

災害等のやむを得ない理由により免許証の有効期間の更新を受けることができ

なかった者を除く。）のうち、その者の免許が効力を失った日から起算して６

月を経過しない者で、一定の要件を満たすもの（以下「特別特定失効者」とい

う。）である場合には、その者からの申出により、一般運転者講習（更新時講

習であって、一般運転者の区分に応じた講習をいう。以下同じ。）を受けるこ

とができると規定しているが、免許が効力を失った日から起算して６月となる

日が令和元年10月10日から令和２年３月30日までの間に到来する場合には、当

該日は令和２年３月31日まで延長されることとなる。

⑶ 運用上の留意事項

⑴の者であって、⑵により免許が効力を失った日から起算して６月となる日

が延長されたものが更新時講習を受けようとする場合には、令和２年３月31日

までの間は、その者からの申出により一般運転者講習を受けさせること。

なお、これにより、特別特定失効者として免許を受けた者の当該免許に係る

免許証の有効期間の更新を受けようとする場合についても、一定の要件を満た

す場合には、本人の申出により一般運転者講習を受けさせること。

第３ 法第３条第３項関係

１ 方針

法第３条第３項は、同条第１項の規定による延長措置のほか、同項第１号の行

政庁又は同項第２号の行政機関は、特定非常災害の被害者であって、その特定権

利利益について保全又は回復を必要とする理由を記載した書面により満了日の延

長の申出を行ったものについて、延長期日までの期日を指定してその満了日を延

長することができることとしていることから、告示によって保全又は回復するこ

とができない特定権利利益についても、同条第３項の規定の運用により対応する

こと。

２ 運用上の留意事項

延長後の満了日の指定を行う場合には、延長後の満了日を令和２年３月31日とす

ること。

第４ 法第４条第１項関係

１ 方針

法第４条第１項の規定により、その不履行について行政上及び刑事上の責任を

問われることがなくなる義務は、交通警察関係では次のとおりである。

⑴ 安全運転管理者等の選任及び解任の届出（道交法第74条の３第５項）

⑵ 臨時認知機能検査の受検（道交法第101条の７第３項）
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⑶ 臨時高齢者講習の受講（同条第６項）

⑷ 医師の診断書の提出（道交法第102条第１項から第３項）

⑸ 自転車運転者講習の受講（道交法第108条の３の４）

⑹ 保管場所の変更等の届出（自動車の保管場所の確保等に関する法律（昭和37

年法律第145号）第７条第１項、第13条第３項及び附則第７項）

⑺ 自動車運転代行業に係る変更の届出（自動車運転代行業の業務の適正化に関

する法律（平成13年法律第57号）第８条第１項及び国家公安委員会関係自動車

運転代行業の業務の適正化に関する法律施行規則（平成14年国家公安委員会規

則第11号）第７条）

２ 留意事項

１に掲げる義務については、その履行期限が令和元年10月10日から令和２年１

月30日までの間に到来する場合であっても、これらの義務が令和２年１月31日ま

でに履行されたときは、これらの義務が特定非常災害により履行されなかったこ

とについては、責任は問われないこととなる。

なお、１に掲げる義務以外の義務についても、法第４条第１項の趣旨に鑑み、

適切に取り扱うこと。（例：「速やかに届け出なければならない」旨の規定の弾

力的運用）。


